
















A New Solution for the Reflux Problem of the Money 
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　2.2　追加可変資本の貨幣還流問題  
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（「Ｐ」がその生産過程である－引用者）のために雇
4 4 4 4 4
用される労働者
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される労働者
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て、第2生産年度の生産過程「Ｐ」で労働しない－場合でも、上述の「Ｗ′…Ｗ′
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の第2段階」において賃金は支払われる
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を購入する継続就業労働者
4 4 4 4 4 4 4
も、追加労働
者と同じく次年度の生産過程で機能し、その機能の対価として賃金を受け取る
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が使用される
4 4 4 4 4 4
」［Marx（1867）S.608、邦訳759ページ。傍点は引用者］のである。
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家に無償で提供した剰余労働であり、剰余生産物＝剰余価値（Ｍ）部分である























































































































4 4 4 4
のための必要労働（＝消費手段）が支払われているのだから、彼・彼女が最初の
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年に行う労働が全て剰余労働＝剰余価値になる
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翌年度の拡大再生産に向けた資本価値を示す表式について、「こうして、すべて
の現実の移転と潜勢的な移転


















































































4 4 4 4
でこれから機能しその対価として賃金を受け取る
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